
１ 決算総括（歳入歳出決算）・・・「飯田市決算の概要」２Ｐ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○歳入      51,208,913千円（令和３年度 54,198,650千円 △5.5%） 

 ○歳出      50,381,103千円（令和３年度  52,809,337千円 △4.6%） 

 ○実質収支      649,157千円（令和３年度   950,718千円）  

 ○実質単年度収支   169,758千円（令和３年度    953,987千円） 

 ▼ポイント 

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業等への減免措置が終了したため固定資産税 

及び都市計画税が増額となり、市税は 2.8％の増 

・譲与税・交付金は 4.9%減、地方交付税は 1.5％減となり、合せて３億 7,900万円の減 

・国県補助金は、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費の減などにより 11億 3,200万円の減 

・地方債発行額は、臨時財政対策債の発行可能額が減少したこと、交付税措置のない地方債の借 

入を極力抑えたことから３億 8,040万円の減 

・令和３年度に実施した子育て世帯や住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業費の減に 

より扶助費が大幅減 

・電気料金の高騰、新型コロナウイルス感染症簡易検査キット購入費用の増などにより物件費は 

大幅増 

・「丘の上結いスクエア」の整備、民間保育所の園舎改修等への支援を行ったことから普通建設 

事業費は大幅増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度決算について 

令和５年８月 23日（水） 

令和４年度決算の概要（普通会計） 

※普通会計・・・一般会計、墓地事業特別会計、ケーブルテレビ放送事業特別会計の合計 

○歳入について 

   市税は固定資産税の増などにより３億 6,300万円の増となったが、令和４年度の普通

交付税の追加交付額や臨時財政対策債の発行額が前年度より大幅に減少したため、歳入

一般財源は５億 8,500万円の減。  

  

○歳出について 

 原油価格・物価高騰対策の経費は増となったものの、令和４年度は大きな災害がなく、

また、令和３年度に実施した子育て世帯や住民税非課税世帯への給付金事業等の新型コ

ロナウイルス感染症対応経費は減となった。その結果、総額は前年より 24 億 2,800 万

円減となったが、決算規模は過去３番目の大きさとなった。 

      

○総括 

 新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰への対応については、国の新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等を活用し、個人支援、事業者支援等に適切

に取り組んだ。歳入では、市税が増収となったことから一定の財源確保ができ、その結

果、今後の財政出動に備え、財政調整基金に４億７,000万円余を積み立てた。 



問い合わせ先：総務部財政課財政係 

担当: 筒井 

電話：0265-22-4511 内線：2131 

FAX:0265-24-4511 

Email: izaisei@city.iida.nagano.jp 

２ 基金残高・・・「飯田市決算の概要」９Ｐ 

・歳入では普通交付税や臨時財政対策債は減となったが、市税収入が伸びたこと、歳出では大き 

な災害がなかったことなどから、財政調整基金に４億 7,000万円を積立て 

 ○財政調整目的基金（財政調整基金、減債基金、公共施設等整備基金）残高 

   7,093,861千円 （令和３年度比 ＋482,314千円） 

○その他特定目的基金残高 5,807,136千円 （令和３年度比 △39,159千円） 

  ＊うちリニア中央新幹線飯田駅整備推進基金残高 1,521,512千円（令和３年度比 △1,186千円） 

 

３ 地方債残高・・・「飯田市決算の概要」10Ｐ 

・一般会計は、臨時財政対策債の発行額が減となったこと、後年度地方交付税で措置されない地方債

の発行を抑えたことから、残高が 15億 469万円の減 

・企業会計は、下水道事業の建設事業の減少等により 18億 4,327万円の減 

 

 ○臨時財政対策債を除く一般会計地方債残高 20,821,505千円（令和３年度比   △284,019千円） 

 ○特別会計地方債残高           28,524,201千円 （令和３年度比 △1,843,268千円） 

 ○臨時財政対策債を除く合計        49,345,706千円（令和３年度比 △2,127,287千円） 

 

４ 主な財政指標・・・「飯田市決算の概要」11Ｐ～13Ｐ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○財政力指数（３カ年平均） 0.537（令和３年度 0.540） ※（単年度）0.530（令和３年度 0.516） 

 ○経常収支比率  88.1％ （令和３年度 86.3％） 

○実質公債費比率  7.6％ （令和３年度   7.5％） 

 ○将来負担比率   8.8％ （令和３年度 22.8％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発表の趣旨 

□ 政策・施策・事業等の発表 

□ イベント等の事前告知 

□ 当日の取材依頼 

□ 市民・対象者等に対する周知依頼 

□ イベント・事故等の事後告知    ■ その他 

添付資料の有無 

□なし  ■あり（別添のとおり） 

飯田市ウェブサイトへの掲載 

□なし  □あり 

■後日掲載（９月 30日頃） 

・財政力指数（３カ年平均値）は 0.003Ｐ低下し 0.537となった。 

・経常収支比率は 1.8Ｐ上昇し 88.1％となった。普通交付税や臨時財政対策債発行可能額が減

少したことで歳入経常一般財源総額が減となったことによる。 

・健全化判断比率では、実質公債費比率（３カ年平均値）が 0.1Ｐ上昇し 7.6％、将来負担比

率は 14.0Ｐ低下し 8.8％となった。引き続き健全な財政状況を維持している。 


